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IDCは、2003年度の違法コピー率を算出する
にあたり、65カ国を超えるハードウェアおよ
びソフトウェア市場を持続的に調査し、アナ
リスト部隊の60%を米国外に置くことによっ
て、広範な情報ベースを確立することから始
めました。

昨年、世界では、500億米ドルを超える費用
がPC上で動作するソフトウェアの購入に支出
されました。しかし、実際にインストールさ
れたソフトウェアはの総額は800億ドル相当
にのぼります。つまり、正規に購入された2
ドル相当のソフトウェアに対し、1ドル相当
のソフトウェアが不正に入手されたことにな
ります。違法コピーされたソフトウェアの数
を実際に購入されたソフトウェアの合計数で
割って算出する2003年度の「違法コピー率」
は、36%でした。

これらのデータは、ビジネス ソフトウェア
アライアンス（BSA）が発表した今年度のソ
フトウェア違法コピーに関する世界的動向の
調査結果です。BSAが世界全体のソフトウェ
ア違法コピーに関する調査を行ったのは今年
で10年目ですが、IDCが委託を受けて調査を
実施したのは、今年が初めてです。IDCは、
情報技術（IT）業界のグローバルマーケット
に関する調査および予測を行うリーディング

カンパニーです。

これまでの調査では、主なインプットはBSA
メンバーから得たソフトウェアの出荷データ
であり、BSAメンバーは、ハードウェア出荷
数、PC上で動作するソフトウェアの数、およ
び地域の市場状況についてインプットを行っ
てきました。

今年度の調査では、IDCは、ソフトウェアお
よびハードウェアの出荷数に関する独自の統
計値を使用し、15カ国で5,600回以上のインタ
ビューを実施して、コンピュータ上で動作す
るソフトウェア数をより正確に把握し、IDC
のアナリストを活用して各地の市況について
検討を行いました。

IDCは、マーケットデータを調査の基盤とし
て使用することで、違法コピーに関するBSA
の見解を、PCソフトウェアの枠を超えて、オ
ペレーティング システム(OS)、コンシューマ・
ソフトウェア、国内市場向けソフトウェアな
ど、以前の調査ではカバーされなかったカテ
ゴリーにまで拡大できるようになりました。
このようなカテゴリーの追加により、調査対
象となるソフトウェアの母集団は2倍に拡大
しました。

調査結果は、ソフトウェアの違法コピーが引
き続き重大な問題であることを裏付けていま
す。調査の算出方法および対象範囲が変更さ
れたため、昨年度と今年度の違法コピー率を
厳密に比較することはできませんが、世界各
地の現場にいるIDCアナリストから得られた
情報では、2003年、ソフトウェアの違法コピー
は増加したことが明らかになっています。

2004違法コピー調査
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下の図1は、86カ国とIDCの分類による6つのサブ
地域を含む、世界の6つの地域における違法コピー

率の相対ランキングを示しています。

アジア太平洋地域は、違法コピー上位国のうち3

カ国（ベトナム、中国、インドネシア）がこの地域に

属する状況にもかかわらず、違法コピーの順位

はその他の新興地域よりも低くなっています。こ
の理由は、違法コピー率が比較的低い2つの国

（日本とオーストラリア）が、平均値を下げている

からです。

違法コピーの地域差に影響を及ぼすと考えられ

る要因は、収入に対するソフトウェア価格や知的

財産保護の強さから、違法コピーソフトウェアの

入手のしやすさや文化的相違までさまざまです。
さらに、違法コピーは1つの国のなかでも一様で

はなく、都市、業界、および人口統計によって異

なります。

残念なことに、違法コピー率の高い地域は、市場

成長率の高い地域でもあります。先進国世界に
おける今日のIT市場の伸びは4%を下回っていま

すが、中国、インド、ロシアといった違法コピー率
の高い国々は、20%に近い成長率を達成してい

ます。アジア太平洋地域、ラテンアメリカ、東ヨー

ロッパ、中東、およびアフリカの新興市場は、今
日のPC出荷数の30%を占めているにもかかわら
ず、PCソフトウェアの出荷数は10%を下回ってい

ます。IDCでは、違法コピー率の高い国々での違

法コピー率が低下しなければ、世界全体での平

均値は増加すると予測しています。

実際、PCソフトウェア市場が今後5年の間に500
億ドルから700億ドル以上にまで成長すると仮定

した場合、現在の違法コピー率では、違法コピー
ソフトウェアの小売額は400億ドル以上に膨れ上

がると予測されます。

表1は、違法コピー率が最も高い20カ国と、最も
低い20カ国を示しています。

世界地域別の違法コピー率 (図1)

世界の状況
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上位および下位にランク付けされたのは、多くが
予想どおりの国々ですが、注目するべき点をいく
つか挙げておきます。

その他に、ランク入りしていないことに関して注目
するべき国がいくつかあります。違法コピー率の
高い場所を考慮すると、台湾、アイルランド、ポル
トガル、およびプエルトリコの違法コピー率が平
均以下であることは注目に値します。

その一方で、違法コピー率が平均を上回る国も
多数存在します。IDCが調査した86カ国について、
5カ国に1つはPCソフトウェア違法コピー率が75%
を上回り、3カ国に1つは違法コピー率が70%を上
回っています。また、半数以上の国で、違法コピー
率が60%を超えているのが現状です。

ソフトウェア違法コピー率ランキング (表1)

• インドの73%という違法コピー率は、カスタム
開発のソフトウェアを輸出するビジネス規模の
大きさを考慮すれば、高いと考えられます(*1)。
政府は厳しい著作権法を制定し、施行を促す
ための修正条項を追加していますが、違法コ
ピーソフトウェアは依然として広く入手できる
状況です。

• フランスとイタリアは、主要な先進IT市場であ
るにもかかわらず、違法コピー率の最も低い
20カ国には入っていません。一方、両国では
小企業および個人のPCユーザの数が非常に
多く、これが違法コピー率を高めている要因
であると考えられます。

• アラブ首長国連邦（UAE）は、中東国のなか
で唯一、違法コピー率が33%という比較的低
い値を示しています。これは、新しい政策立
案者が政権を取り、国外からの投資を誘致し
始めた1990年代に、より強力な知的財産保護
策が計画的に適用されたことに起因します。

*1インドのIT輸出額は、同国内のIT市場規模の3倍を超えています。

正規に購入された2ドル相当のソフトウェアに対し、

1ドル相当のソフトウェアが不正に入手されたことになります。
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ソフトウェアの違法コピーは、経済的に多くのマイ
ナス影響をもたらします。現地のソフトウェア業界
は、海外からの大量の違法コピーソフトウェアによっ
て競争力が損なわれ、正規ライセンスソフトウェ
ア市場の不備によって税収と仕事を失い、効果
のない法の施行にコストを費やしています。これ
らの損失が、サプライチェーンや流通網に大きな
影響を及ぼすことになります。

IDCは、BSAの委託を受けて実施した 2003年4月
の経済インパクト調査(*2)のなかで、違法コピー
率が4年間で10%低下すれば、世界全体に100
万件以上の新たな雇用と4000億ドル以上の経済
成長がもたらされると結論付けました。

この調査では、IDCはソフトウェア違法コピーの経
済的影響を非常に狭い範囲で捉えており、違法
コピーソフトウェアの小売額だけを算出して、図 2
および表2の「損害額」として示しています。

このような損害額は、国または地域の正規ライセ
ンスソフトウェア市場に関する既知の規模を使用

して算出されており、違法コピー率を使用して、
売上にならなかったソフトウェアの小売額が導き
出されています (*3)。

図2は、地域別の違法コピーソフトウェアによる損
害額を示しています。

西ヨーロッパ、米国およびカナダは、違法コピー
率の低さに反してドル建て損害額が大幅に高く
なっています。これは、市場の規模に起因すると
考えられます。大規模な市場では、たとえ違法コ
ピー率が低くても、総計として大きな損失となる可
能性があります。

違法コピーによる損害額と違法コピー率との関係
を理解する方法の1つは、2つのヨーロッパ、つま
り西および東ヨーロッパに注目することです。

世界地域別の違法コピーによる損害額 [単位 : 百万ドル] (図2)

違法コピーが及ぼす影響

*2 http://www.bsa.org/idcstudy から入手できます。
*3 PCにバンドルされたソフトウェアの「小売」額は、ソフトウェアを含むシステム小売価格の一部と見なされます。正規のフリーソフトウェア（シェアウェ
アや一部のオープンソースソフトウェア）は、違法コピーに含まれていません。
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図3は、違法コピーソフトウェアの市場と正規ライ
センスソフトウェア市場との比較を示しています。

西ヨーロッパにおける正規ライセンスソフトウェア

市場の規模は、東ヨーロッパの正規ライセンスソ

フトウェア市場の20倍ですが、ソフトウェア違法コ
ピーによる損害額は、4倍にとどまっています。

ここから言えることは、すべての国が、ソフトウェア
違法コピーの影響を免れないということです。表 2

は、違法コピーソフトウェアによる損害額が高い

国を示しています。

違法コピー率 vs. 損害額 (図3)

違法コピー損害額ランキング (表2)
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今年度の調査では、より多くのソフトウェア・カテ
ゴリを対象範囲とし、違法コピー率および損害額
の算出に関して異なる算出方法を使用したため、
昨年度と今年度の調査結果を比較することはで
きません。

それでは、違法コピーは減っているのでしょうか、
それとも増えているのでしょうか ?

BSAおよびその他の機関では、違法コピーの増
加を食い止めるために、教育プログラムや政策的
イニシアチブの実施を含む活動を継続的に行い、
より強力な著作権法と、その法の施行の実現に
取り組んでいます。

残念ながら、違法コピーの増加に寄与する力が
存在することも事実です。このような力として、一
部地域における経済不況、新興市場における新
規ユーザの集中増加（大部分が個人ユーザおよ
び小企業）、そして、特にインターネット経由やピ
アツーピア（P2P）ネットワークによって、違法コピー
ソフトウェアがさらに入手しやすくなったことが挙
げられます。

強力なオンラインに関する著作権法を制定し、そ
れを強力に施行しなければ、スパムサイトやオー
クション サイト、P2Pシステムによるオンラインの違
法コピーは、インターネット使用の増加とともに増
え続けるでしょう。

昨年度末までに、インターネットのユーザは7億
人になりました。2007年の末までには、ユーザ数
は10億人を超える見込みです。このような新規ユー
ザの多くは新興市場から生まれる見込みであり、
中国だけでも、今後3年間でほぼ9,000万人の新
規インターネットユーザが加わると予想されてい

ます。

オンラインによる違法コピーは、通信速度の向上
によって促進されます。接続が高速化すれば、ユー
ザは、より大きなファイル（ソフトウェアプログラム
など）をより短時間で送信したり、ダウンロードした
りできるからです。今日、ブロードバンド加入世帯
数は7,000万世帯です。2007年の末までには、新
たに1億世帯が加わると予想されています。

IDCの現地調査は、違法コピーの問題に関して
有用なデータを提供してきましたが、2003年に増
加したと考えられる違法コピーの量を正確に定量
化するには十分ではありません。しかしながら、
IDCでは、現地のIDCアナリストによる継続的な
フィードバックや情報に基づいて、2002年から
2003年までの間に違法コピーが世界全体で1～2%
増加したと判断しています。

次の表3は、2003年の違法コピー率と損害額の
集計を示しています。

違法コピーの傾向

オンライン違法コピーは、通信速度の向上によって促進されます。

接続が高速化すれば、ユーザはより大きなファイルを

より短時間で送信したり、ダウンロードしたりできるからです。
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2003年世界ソフトウェア違法コピー状況 (表3)
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2003年世界ソフトウェア違法コピー状況 (表3)
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BSAの委託により行われたIDCによる調査と従来

の調査では、違法コピー率とドル建ての損害額

の算出にあたり、以下の基本的な調査方式が使

われています。

違法コピーソフトウェア数が明らかになれば、イン

ストールされている違法コピーソフトウェアの全体

に占める割合である違法コピー率を算出すること

ができます。

図4は、2003年に新たに加わったソフトウェア数と
ソフトウェア販売数を算出する際にIDCが使用し

た一般的な方法を示しています。各ボックスの下

に書かれているのはインプットデータ源です。

調査方法 (図4)

調査方法

1. 当該年度中に基数に加わったパッケージソフ
トウェア数を算出

2. 当該年度中のパッケージソフトウェアの売上
数を算出

3. 前者の数字から後者の数字を引いて、違法コ
ピーソフトウェア数を算出
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調査対象ソフトウェア・

カテゴリの拡大

今年度の調査とこれまでの調査との主な違いは、
調査対象となるソフトウェア・カテゴリにあります。

これまでの調査では、汎用生産性ソフトウェア、オ
フィス向けソフトウェア、プロフェッショナル向けア
プリケーションおよびユーティリティといったビジ
ネスアプリケーションソフトウェアしかカバーされ
ていませんでした。

今年度の調査でIDCは、OSやPCゲーム、個人向
けの資産管理ソフトウェア、参照ソフトウェアなど
のコンシューマ・ソフトウェアも併せて調査しまし
た。その結果、今年度は、過去に調査対象とした
市場に比べて、かなり大きな市場が調査対象となっ
ています。

たとえば、2002年の調査結果を見てみると、PCソ
フトウェア違法コピー額131億ドル、PCソフトウェア
違法コピー率39%という数字が発表されており、
ここから正規ライセンスソフトウェア市場規模が
205億ドルであることが明らかになります。それに
対し、今年度のIDCの調査では、正規ライセンス
ソフトウェア市場の規模は500億ドルを超えていま
す。

今年度、調査対象が拡大されたことは、違法コピー
率にはほとんど影響しなかったのですが、ソフトウェ
ア損害額の算出には、大きな影響が及んでいま
す。つまり、調査対象の市場が2倍に拡大すると、
違法コピー率が同じである場合、損害額も2倍に
なります。

段階的なプロセス

以下では、IDCによる算出プロセスと用語の定義
について詳細に説明します。

PC出荷額
この額は、2003年に市販されたソフトウェアの合
計額を算出するのに必要となる数字です。IDCで
は、四半期ごとに、60以上の国で詳細なPC出荷
額の追跡データを収集しています。その他30以
上の国および市場に関するデータは、国内で収
集するか、IDCの地域予測に基づいて地域別に
モデリングされました。基本的な追跡データは、
サプライヤ（現地サプライヤを含む）によって作成
されます。IDCによるPCの定義には、デスクトップ、
ラップトップ、タブレットが含まれますが、ハンドヘ
ルドおよびサーバとして使用されているPCは、単
独、あるいはクラスタにかかわらず除外されます。

PCにインストールされたソフトウェア
インストールされたソフトウェアは、IDCの追跡活
動の一環として収集されます。

ソフトウェア収入額
世界各地のIDCソフトウェアアナリストによって、
60以上の国々で年次に収集されます。収入額は、
国内サプライヤとのインタビュー結果から収集し、
世界的な数字や財務諸表と照合します。IDCが
通常カバーしていない国のデータに関しては、
国内で収集するか、IDCの地域予測に基づいて
地域別にモデリングしました。

今年度の調査では、これまで調査されていた市場よりも

はるかに大規模な市場が調査されました。
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ソフトウェア出荷数（正規ライセンス）
5つのソフトウェア・カテゴリ（例：コラボレーション、
オフィス、セキュリティ、オペレーティングシステム、
その他）に関する国別の予測平均システム数お
よび地域分析から導き出されました。価格は、
IDCの価格追跡、現地調査、および販路へのイ
ンタビュー結果から収集されました。これには、現
地サプライヤからのソフトウェアに加え、OEMおよ
び販路の負荷ソフトウェアに対する調整が含まれ
ます。ソフトウェア出荷数は、収入額を平均システ
ム数で割って算出しました。この出荷数は、当該
年度中にインストールされた正規ソフトウェアライ
センス数を表します。

ソフトウェア・ロード
当該年度中にPCにインストールまたはプレインス
トールされた（OEM）ソフトウェア数です。ハードウェ
アプラットフォームの種類ごとのソフトウェア数を

得るために、同社では、中国、マレーシア、台湾、
スペイン、ルーマニア、ブラジル、ボリビア、チリ、
コロンビア、メキシコ、コスタリカ、ドミニカ共和国、
グアテマラ、クウェート、米国の15カ国で個人およ
び企業を対象に調査しました。これらの調査結果
は、IDCのその他の国用のインプットモデルを実
装するのに使用されました。IDCでは、ソフトウェ
ア・ロードのなかに次のものを算入してます。

ソフトウェア基数
当該年度中にインストールされた、正規ライセン
スおよび違法コピーソフトウェアの合計数です。こ
の基数は、当該年度中に新規ソフトウェアの取得
をもたらしたPCの数に、2003年度に1台のPCにイ
ンストールされたソフトウェアパッケージの平均数
を乗じて算出されています。

違法コピーソフトウェア
購入された、つまり正規ライセンスのパッケージ

ソフトウェア数と、合計ソフトウェア基数との差です。

違法コピー率
パッケージソフトウェア全体に占める違法コピー

ソフトウェアの割合です。

地域別違法コピー率
当該地域の違法コピーソフトウェア数を、2003年
度中に当該地域でインストールされたソフトウェア
の合計数で割って算出した、当該地域の違法コ
ピー率です。

違法コピー損害額
違法コピーソフトウェアの小売額です。この額は、
正規ライセンスソフトウェア市場の規模と違法コ
ピー率を使用して算出します(*4)。

• 新規のコンピュータ上で動作するソフトウェア

• 既存のコンピュータ上で動作する新規のソフト
ウェア

• 回収されたコンピュータから入手したソフトウェ
ア

• シェアウェアやオープンソースなど、無料で入
手したソフトウェア

• WindowsおよびWindows以外のOS上で動作
するソフトウェア

*4 実際の算出式は次のとおりです：違法コピーソフトウェア額
= (正規ライセンスソフトウェア市場) / (1 - 違法コピー率) - 正規
ライセンスソフトウェア市場
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IDCでは、この算出方法を使用して、エンドユー
ザが支出したと考えるべき違法コピー損害額を算
出しました。店頭で販売される市販ソフトウェアの
場合、これは小売価格であり、工場または販路の
負荷ソフトウェアの場合、この額は、そのソフトウェ
アを含むシステム小売価格の一部になります。

IDCの違法コピー損害額は、販売チャネル、小売
業者、現地の国内ソフトウェアベンダーを含む業

界全体の「損害額」を表します。
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